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日米地域商業の比較
ポルダー市と津市および名張市一｢および名張市一

森岡洋
ルドラッシュが終るとポルダー市も衰退したが、

その当時の1876年にコロラド大学ポルダ一校が設

立された。このポルダ－校は当初芸術学部だけで、

学生数もわずかなものであったが、その後学部も

増設され、今日では学生数約25‘000人になってい

る。コロラド大学ポルダー校の教職員も含めると、

ポルダー市の人口の約40％はこの大学の関係者で

あるものと思われる。ポルダー市の人口は1900年

に約6，000人、1940年に約13,000人、1960年に約

38,000人、1980年に約76.000人とここ50年間ほど

で約6倍となり、コロラド大学ポルダー校の学生

数の増加とともにその人口も増加している学園都

市である｡】）

またポルダー市には世界的に有名な大気研究所

(Naliona〕lCenierforAtomosphericRosearch）

などの研究所がある。これらの研究所以外に、大

学があることからIBMなどのコンピューターや

航空宇宙産業などのハイテク産業も立地している。

ポルダー市は近年では自然に恵まれた、治安のよ

い、アメリカでも有数の研究学園都市になってい

る。

ポルダー市は槻高約1‘500mにあることから、

近年ではスポーツ選手の商地トレーニングの場所

になっている。日本からも巡手が来ており、バル

セロナオリンピックのマラソンで銀メダルを獲得

した有森選手もボルダー市で高地トレーニングを

行った｡2）

1．ボルダー市の概要

近年日米間での貿易摩擦は解禰されるどころか、

ますますその激しさを蝋している。その解消鯛の

一つとしてアメリカ側より提言されたものが日本

の商業の効率化、つまり大型店の出店規制の綬和

である。大店法によりわが国では大型店の出店規

制が行われ、その結果としてアメリカ製品が売れ

ないと批判されたのである。このため、日本政府

はその対応鐙として1992年1月に改正大店法を施

行させた。この大型店の出店規制の緩和をめぐる

問題が、わが国の経済政策の主要な争点であった

時、筆者は三近県の雄市と名張市で商業関係の委

員をさせていただいた。

たまたま筆者はこの委員の任期が終了した後、

1992年庇の三函短期大学学外研修員として、アメ

リカコロラド州ポルダー（Bouldor）市の州立コ

ロラド大学ポルダ一校に半年間留学する機会を与

えられた。その半年間の滞在中に感じたポルダー

市の商業の印象を述べ、津市および名張市の地域

商業と比較しながらアメリカの地域商業の現状の

一例を紹介したい。

ポルダー市はコロラド州の州郡デンバー市の北

東約50kmにあり、車でハイウェーを30分ほど走っ

た所にある。ポルダー市から西側はロッキー山脈

に連なる山岳地帯であり、約30kmほどの所にエル

ドラ（Eldora）スキー場がある。1990年におけ

るポルダー市の人口は83,000人である。コロラド

州の人口は約289万人、そのうちデンバー市は約

47万人である。デンバー市の術111都市を含めた人

口は約185万人であり、コロラド州の人々の約64

％はデンバー市近郊に住んでいることになる。ポ

ルダー市はこの衛星都市のうちの一つである。

ポルダー市の歴史は1800年代の半ばにアメリカ

西部で起ったゴールドラッシュに始まる。ポル

ダー市周辺でも金が採掘され、その関係者が移り

住み、街が形成されたのがその起源である。ゴー
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2．ボルダー市の商業立地

ポルダー市では京都市ほどではないが、道路は

東西南北に碁競の目のように通っている。南北の

通路は一部の遊路を除いて、西側から東側に順番

に節16道路、端17道路というように群号がつけら

れている。東西の道路はアラパホ〈Arapahoe）、

キ･I'二オン（Cnnyou）などの名前がつけられて

いる。



ボルダー市では多数の商店の立地が行われてい

る商業地域は3ケ所ある。一つは市役所、裁判所、

郵便局などの公的機関や銀行があるダウンタウン

である。このダウンタウンは市街地の西側、南北

に関して中央にある。ボルダー市の西側はロッ

キー山脈へと続く高地となっており、ポルダー市

の市街地はこのダウンタウンから徐々に東へと開

発されていった。ダウンタウンはボルダー市の市

街地では古い歴史を持つ中心地である。ここでは

通路は大部分片遊2車線であるにもかかわらずや

や狭く、その半分ほどは現在一方通行になってい

る。駐車場の施設も十分ではなく、車の駐車は通

路での有料の駐血ということになる。

このダウンタウンにはレンガを敷きつめたダウ

ンタウンモール（DowntownMall）があり、天

気のよい土・日曜日には大道芸人も出て、楽しい

雰囲気のなかで買物ができる。商店の規模はポル

ダー市内の商店としては比較的規模は小さい。商

店の業種は飲食店、みやげもの店、貴金属店、イ

ンテリア製品販売店などが多く、これらの商店が

商店街を形成している。飲食店には中華料理店や

日本料理店もあり、食事めあてにくる人も多い。

二番目は、コロラド大学ポルダ一校の西隣にあ

るユニバースティーヒル（UniversityHill）で

ある。この地域周辺では学生のアパートも多く、

客の大部分は学生であり、学生の街となっている。

ここでは飲食店を中心に新刊や古本の本屋、コ

ピーサービス店、ドラッグストア、理髪店などか

ら櫛成されている。商店の規模は比較的小さく、

駐車甥の設傭も十分でない。車を駐車させようと

すれば、有料の路上駐車になる。

三番目は東西参篭2R道路と蕊30通路に囲まれた、

南北に関して中央部にある商業地域である。この

地域には規模は大小まちまちであるが、数多くの

ショッピングセンターがある。この商業地域はボ

ルダー市の発展により、新に設けられた商業地域

である。

この地域では住宅はなく、商薬施設や銀行など

が立地している。また、片側2ないし3車線の通

路で囲まれており、ショッピングセンターでは駐

躯スペースが確保されている。今日ではこの地域

がボルダーホの商業の中心地となっている。

この地域ではクロスロードショッピングセン

ター（CrOssROadShoppingCenter）が特に

大きな商業施設である。ここには、アメリカを代

我する百貨店のシアーズ（Senrs）、JCペニー

（JCPenny）が出店している。これらの商店以

外に、この地域には雑貨店のKマート(KMart)、
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ターゲット（Target）、おもちゃ販売店のトイ

ザラス（Toysrus）、文具店のオフィスデポ

（OfficeDepot）などがある。その他にもコロラ

ド州周辺で躯業展開している電気器具店や食料雑

旋店など多数の商店がある。これらの商店はK

マートなど一部を除いて、ほとんどがショッピン

グセンターに出店している。

これらの地域以外でも、一定数以上の住宅があ

る地域にはショッピングセンターがある。これら

のショッピングセンターでも飲食店や駐車場が股

固されており、家族ずれで車で買物ができるよう

になっている。

近年アメリカでは大型店のショッピングセン

ターへの進出が急速に進展している。ポルダー市

でも同楳であり、あいついでショッピングセン

ターの建設が行われ、大型店のショッピングセン

ターへの出店がなされている。アメリカ国内でも

名の知られた百貨店やスーパーなどが立地してい

るように、ポルダー市での近年の商業展開はアメ

リカの商業展開の一つの典型と見ることができる。

例えば、食料品と日常雑貨品を同一商店で販売

している食料雑貨店について述べることにする。

アメリカにはカウンティー（County）という行

政区域があり、ボルダー市とその周辺を含んでいる

のがボルダーカウンティーである。ボルダーカウ

ンティーの人口は現在約23万人である。この地域の

主な食料雑貨店はキングスーパー(KingSoOper)、

セイフェイ（SaIbway）、了ルバートサンズ

（Albertson,S）である。これらの商店は品揃え

が豊寓で、駐車甥のスペースも十分である。この

地域での1992年の食料雑貨店の店舗数と販売額の

シェアーをみると、キングスーパー5店、40．5％、

セイフェイ7店、31％、アルバートサンズ4店、

19.6％であり、これら3商店の販売額のシェアー

の合叶は91.1％となる。ポルダーカウンティーで

は食料雑貨品はほぼこれらの大型店により販売さ

れていることになる。

このような状況において、リバースフード

（LeeversFoods）という大型店が1993年2月に

ボルダー市のショッピングセンターに出店した。

さらにセイフェイのボルダー市内での1994年半ば

を目ざした出店計画が市当局によって認可された。

食料雑貨品は従来でも大型店により販売される比

率が商い現状において、その比率は今後ますます

高まることが予惣される。食料雑貨品は大型店対

小規模店という醗争関係ではなく、大型店どうし

の激しい関係にあるということをうかがい知るこ

とができる｡J）



3．ポルダー市と津市および名張市の地域商菜の

比較

津市の人口は約15万人、名張市の人口は約6万

人、ポルダー市の人口は約8万人であり、ボル

ダー市の人口は三亜県の二つの市の中間にあたる。

まず三砿県の二つの市とポルダー市の商業の類

似点を述べる。ボルダー市でもダウンタウンやユ

ニバースティーヒルでのように、商店の規模が比

較的小さく、駐車スペースがあまりない地域があ

る。程度の蓬はあれ、ポルダー市にも津市および

名張市の商店街と同棟の特徴を持った商業地域が

あるのである。もっとも、地理的関係から顧客が

容易に得られる学生の街であるユニバースティー

ヒルは別として、ダウンタウンモールでもそれに

もかかわらず全く衰退することなく、それなりの

盛況を維持している。

証者は3月の休日にダウンタウンに行ってみた

が、その日は気温の暖かい、天気の良い日だとい

うこともあり、多数の人々であふれていた。ダウ

ンタウンモールでは車は通行止で、歩行者天国に

なっており、その道路はレンガが敷きつめられて

いる。その舗迩では楽器を奏でる人もおり、楽し

い雰囲気の中で人々は昼食やショッピングを楽し

んでいた。

このようにそれなりの盛況を維持している要因

を考えてみると、まずレストランや土産物、黄金

属、絵画などを売る店があり、ショッピングセン

ターの商店柵成とは異なっていることである。

ショッピングセンターでは日常の生活で必要とす

る食料品や咽気器具などを中心に売っているが、

ダウンタウンモールではショッピングセンターで

あまり団いていないような商品を売っているので

ある。証者は日本に帰る前に土産物を買おうと

ショッピングセンターを歩いてみたが、適切なも

のをあまり見つけることができず困っていた。そ

のような時、ダウンタウンではそれなりに見つけ

ることができた。またその要因としてレストラン

があったり、大道芸人がいたりして、ショッピン

グセンターとは異なる雰囲気を楽しむことができ

ることである。

次に、ボルダー市と三重県の2市の地域商粟の

相異点を述べる。まずポルダー市ではマスメディ

アが地元志向であることがあげられる。ボルグー

市では、地元ボルダーカウンティを対鎮にした

デーリーｷｬﾒﾗ（DailyCamerf,)やコロラド

大学狼ルダ一校の学生を対象にしたコロラドデー

リー（ColomdDl1ily）という新聞が発行されて

いる。これらの新聞に掲載されている広告のはと
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んどはポルダー市内の商店および企業である。ま

たボルダー市内でテレビを見ると、テレビの広告

はアメリカ国内で知られているような大手企業を

除くと、ほとんどがポルダー市内の商店および企

業である。名謡市では大阪方面に比較的近く、交

通も便利であることから、買物客のその方面への

流出が多い。このことは名強市の地域商藁の大き

な問題の一つになっている。地理的にはボルダー

市はデンバー市と同じ梯な関係にある。マスメ

ディアが地元志向であることは、買物客を地元に

引き留めるのに役だっているものと思われる。

ポルダー市では現在大小約20のショッピングセ

ンターがあり、大小さまざまな商店が出店してい

る。津市や名狼市でもショッピングセンターがあ

るが、ボルダー市の方がはるかに多い。

現在日本には約1,500のショッピングセンター

があるのに対し、アメリカでは約33,000のショッ

ピングセンターがある。ショッピングセンターの

数は約20分の1である｡4)アメリカでは人口は日

本の約2倍、国土が広いという地理的条件、車が

普及しているということを考慮しても、ショッピ

ングセンターの数が多い。この事実をボルダーで

も容易に硫塑することができる。

商品の価格はボルダー市では津市や名張市より

も20％ほど低く、大型店が多いことから品数も多

い。また車を利用して買物をする時には、駐車設

側が整っており便利である。日米間の商品の価格

格差の要因は、アメリカでは輸入品が多い、農産

物が一般に安価であることなど、流通経路だけの

問題だけではない。だがこと商業に関してはボル

ダー市の方が津市や名根市よりも効率的であるよ

うに思われる。

1）DailyCamera･December6,1992.

2）ボルダー日本人学生会幅『BoulderGuide

-l992～93年版』1993年l～4頁。

3）DailyCamera,December9，1992.

4）並形克彦、大橋唯男、木下安司監修r股新

レポートアメリカの流通業』二期出版、1992

年、63頁、84頁。



男女平等と生きがいを求める女性の生涯学習

はじめに

以下の文章は、証者が三通県労働者梱祉協蹴会

（会長・森川昭雄）生涯学習プラン検肘委員の一

員として参画した平成4年度報告密『男女平等と

生きがいを求めて一女性にとっての生涯学習一』

の一部である。文貿は筆者のものであるが、検討

委員、とりわけ共同研究者の東梱寺一郎教授の翼

繁かつ温かい批評を踏まえて香かれたものである。

記して感謝したい。

本崎

生涯学習というのは、一人ひとりが、自分の人

生を楽しく翌かにするために、生涯のいろいろな

時期に、自ら進んで行う学習やスポーツ、文化活

動、ボランティア活動、趣味などのさまざまな活

動のことをいうが、自分の知りたいこと、やりた

いことを学習する、実践するというのは実に楽し

いものである。それは、たとえ学校での勉強が苦

手だったとしてもである。今まで知らなかったこ

とを知ることによって、自分の中に何かが生まれ、

変化する。今まで見えなかったことが見えてきた

り、同じことが今までと異なって見えるようにあ

る。わくわくするような自己開発の悪びが学習か

ら縛られる。女性の社会活動の中に、学習が占め

る割合が高いのもうなずけることである。

1970年代後半頃から、さまざまな年齢層の女性

が家庭の外での学習活動を盛んに行うようになっ

た。社会教育施設で、いわゆるカルチャーセン

ターで、学習のためのクラブ・サークルで、など

など、実に多棟な学習の場が生まれてい-’た。今

日では学習する女性はさらに多くなっている。女

子教育間皿研究会の調査によれば、大卒女性ほど

こうした傾向が強く、既存の学習機会を積極的に

利用したり、自ら新たに学習機会を創り出す。遊

びやスポーツ、教養科目などさまざまなことを学

習している。また、今後増加するとみられている

リカレント教育に対しても彼女らは熱心である

（『新．現代女性の意識と生活』NHKブックス、

1992年より）。

さらに、1989年の消賀税問題のM陥り上がりを契

機に、00年代にはいって生活の諸問題から起こる

女性たちの「草の根ネットワーク」の学習がメ

ディアの発遮とともに、めざましい発展をみせた。

人描と性、子符て・教育、高齢化と佃祉、京族間
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題・夫婦別姓・墓と家制度、労働・過労死間皿、

平和・原発、文化、国際化の問題、特に自然瑠境

保全・食樹間皿など、地域に根ざして多租多槻に

展開し、女性の学習は今や花盛りというだけでな

く、女性の社会進出に対応した質的変化をみせな

がら、おおいに賎盛している。

生涯学習の時代と言われるようになって久しい。

教育改革の基本的枠組みとして生涯学習システム

を取り入れるという榊想が出されてからもかなり

になる。1990年7月には「生涯学習の振興のため

の施策の推進体制等の整備に関する法律」が施行

され、これまでともすると掛け声だけが聞こえて

いたものが、これからは現実にさまざまなところ

で関係が深まることになりそうである。生涯学習

と女性とのかかわりは深いだけに、生涯学習の現

状と今後の方向は気がかりでもあり、無関心でい

てはならない問題である。いつでも、どこでも、

わたしたち（女性）が望む学習ができるのかどう

か、わたしたち（女性）が自立し社会に参画して

いくための力を伸ばせる学習ができるのかどうか、

わたしたち（女性）が行っている学習がわたした

ち（女性）に今求められている新しい生き方を創

ることにつながるのかどうかなど、検討を要する

課題は多い。

生涯学習行政の現状から考えてみると、教育改

革の軸として掲げられている「生涯学習体系への

移行」策の中で女性の学習の位置づけは、女性の

多梯化した学習要求に応えるための「学習機会の

拡充」がポイントとなっている。確かに学習機会

は必要なのたが、その中身の方ももっと亜大な問

題である。本報告啓では、女性が「現状を超える

見通しをもった主体性」を確立することが砿要で

あるとする視点から、女性問題の学習や女性の実

態を把掘するための種々 の学習を､女性の生涯学
習の内容として欠くべからざるものとしてとらえる。

これを女性問題の立瑚から考えてみよう。

1975年の国際婦人年以来10年間に及んだ「国連

婦人の10年」の国際的な女性解放運動の盛り上が

りの中で、女性の問題が白日のもとに押し出され

た。I女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に

関する条約」の批准問題を機に、政府は総理府に

内閣総理大臣を本部長とする婦人問題企画推進本

部を設置し、蝿人問題行政を一括して進めること

とし、国葡法・戸稲法の改正、男女屈用機会均等



法の成立と、法制面での男女不平等の是正がめざ

され、家庭科の男女共修も実現した。

1984年を境に、女性の屈用労働者数が家邸専業

者数を上回り、以後その差は年々拡大してきてい

る。女性による新しい職業機会の創出も目ざまし

い。1987年春の統一地方遡挙では女性の市民グ

ループなどを中心にした女性たちの迦挙活動と女

性殿員の進出が話題になった。80年代は女性の動

きが社会の変化を促し、女性たちが政治・経済．

文化の表面へと踊り出てきているのがわかる。

しかし、その一方で、ILO（国際労働機関）

は、日本を1973～82年の10年間に「男女賃金格差

の拡大した唯一の国」と指摘した。均等法施行元

年（1986年）には、すでに総合職、一般職という

形での男女差別の温存・巧妙化の砺実が明らかに

なった。臨時教育審議会とそれに基づく教育改革

では、家庭一般の男女共修を除けば、教育の場で

の性豊別撤廃や男女平等教育への問題意識も具体

策も一切欠落している。むしろ、性登別や男女の

伝統的役割分業の再鱈強化につながる可能性さえ

指摘されている。さらに、日本政府が提出した

「女性差別撤廃条約」履行状況に関する報告書に

対する国迎専門委員会の審鍛（1988年2月）では、

「法祁や耶業の結果どの程度差別の実態が改善さ

れたのか、女性の現状について明らかにされてい

ないjとの指摘が目立ったと報告されている。

確かに、性差別の撤廃を求める女性の窟は高ま

してみたいと思う

り、一定程度の解決への取り組みは始められたが、

以上見たように男女不平等・女性差別が単純に解

消しつつあるというよりもむしろ、複雑化・巧妙

化する形での問題の拡大再生産も一方で進んでき

ていると言わなければならない。こうした状況下

にあって、女性の一生を貫く「男は仕事、女は家

庭」という差別体制を現実に組み替えていくため

には、一見華やかな･女の時代‘･を見据え、その

可能性を大きく開く学習が、今、求められている。

盛んな女性の生涯学習活助を支えるのは、高い

学習意欲である。生涯学習をしてみたいと思う女

性は、1992年の総理府世論調査では、69．8％で、

男性よりも8.7ポイント高い（図l参照）。女性

の生涯学習を考えるということは、こうした高い

学習意欲を有する女性の学習機会を保障するため

に、託児所付きなどの施設づくり、開設時間の工

夫などといった改善にとどまることなく、人権と

しての女性問題を含み、女性の人間的自立、権利

主体としての成長をも保障していくものでなけれ

ばならない。さらに、女性についてや男女関係に

ついての男性の側での学習をも視野に入れ、女性

問題を解決し、「男女共同参画型社会」（女性差

別撤廃に向けた新国内行助計画）をつくるものへ

と発展させることが求められる。女性の生涯学習

は、もっぱら女性の課題であるが、女性だけの課

題ではなく、男性の問題でもあり、人間らしく生

きようとする普遍的諜囲を内包したものである。

してみたいととは

思わないわからない
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図1生涯学習に対する今後の恵向（1992年2月鞄理府による世蛸凹査）

しかし現状では、高い学習意欲（69.8％）に比

して、この一年間の学習実施状況が低く（48,0

％）、その学習内容も趣味的なものや伝統的性別

役割を反映したものである。すなわち男性との対

比でみた場合、女性では「趣味的なもの」、「家

庭生活に役立つ技能」、『育児．教育」が多く、

「職稚上必要な知識・技能j，『社会問題」は男

性より少ない（表1－1参照）。

学習愈欲はあるのにそれはど学習してはいない

という、この事実は何を意味するのであろうか．

冒頭に述べたように、学習は楽しく、わくわくす

a

るものであるはずにもかかわらず、こうした本来

の学習の葛びを味わう経験に欠けるがゆえに、学

習というだけで敬遠してしまう人も少なくないよ

うだ。学校を含め学習機会を提供する側が、学ぶ

葛びを実感でき進んで学ぼうとする態勢を築くよ

うな学習機会を提供できているか、そうした魅力

的な学廿機会をいかに創出していくのか、大きな

課題となっている。さらにまた、企業季において

労働時IHIを短縮するとともに、教育休暇制度を実

施・充実させるなど、推もが学びたいときに学べ

る、抜本的な学習環境の整愉が強く求められる。



(学習・地域活動に参加している者に、M1数回答）

（学習内容については彼数回答）

化と、国立蝿人教育会館の設趣及び放送大学校の

設圃にとどまり、その後の施策においては、専修

学校教育の振興が目立つだけである。女性問題解

決の願いに応え、国際的な流れの趣旨にも添った

行政が求められる。とりわけ、婦人問題学習の深

まりと広がりを保陣し、そうした学習を人椛とし

てすべての女性に具体的に保障することである。

それはまた、ユネスコの「学習椎』宣言（1985

年）の趣旨とも合致している。

すなわち、自由で本音で話し合える人間関係の

中で、自由にテーマと方法を選び、心を開放しあ

い、「自分のわかりたかったことはこれだった」

と確かめ合えるような、学びあいの中でお互いを

育てていけるような、そして何よりも女性間噛解

決の主体へと確実に育っていけるような、典団の

中での手ごたえのある学習をすべての女性に保障

とはいえ、否定的なばかりではない。別の世麓

調査が示す女性の学習活動は43.2％（していない

と答えた者56.5％）、地域活助は29.2％（してい

ないと答えた者70.2％）と、同槻に決して高い数

字ではないが＄参加している人たちの理由（活動

に期待する成果）をみると、名誉や実利よりもむ

しろ生きがいなどの人間的要求が全面に出ている

（表1－2参照）。この結果は、こうした願いに

応えるような学習・活動（広義の生涯学習）を、

まさに人柵として保障していくことのⅢ要性を示

唆している。

政府の責任としても女性差別の倣鹿に取り組む

ことが課題とされた「国連蝿人の10年」に、中で

も女性問題の解決に亜要な鍵となる女性の学習・

教育領域において国は、伝統的性別役割分業の域

を出ない家庭教育、ボランティア調座の虹点施爾

表1－2学習や地域活動に期待する成果（1990年9月総理府による世鏑調査）

6

表1－1この－年間の生涯学習の実施状況(1992年2月総理府による世鎗国査）

女性 男性 全体

したことがある
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教饗的なもの（文学、歴史など）
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特にそういうことはしていない 51.2 525 51．8

わからない 0.8 05 0．7

総数（人） 1.198 993 2．191

女性 男性 全体

生きがいのある人生を送れればよい 48.2 43.4 46.1

新しい友人が増えればよい 337 253 299

自分の生き方を考える手がかりを取る 235 199
、

219

学んだことが地域活動に生かされる 159 174 166

学んだことが現在の裁業に役立てばよい 104 206 149

経験で有識者として活踊できるとよい 50 72 59

経験が職漉に就くとき評価されるとよい ‘I0 56 47

その他

特に考えたことはない

わからない

8

168

1

8
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リ
》

3

8

157

総数（人） 1．111 895 2,006



することが求められる。

このためには、せめて中学校区に一館でもそう

した学習を保障する公的な教育学習施設としての

公民館・婦人会館等があり、資料や図替だけでな

く、専門の職員を配画してあることが、忙しい人

やハンディキャップを負った人々と学習を結び付

ける最低限かつ有力な条件である。こうした条件

の下で行われる夜間や休日の耶業が、仕事をもつ

女性にいかに待たれているか、そして地域の人々

の蛤をいかに広げるかは、先進的恥例からうかが

い知ることができる。保育室付きの学級・誹座が

小さな子供たちをもつ母親たちと学習をいかに結

び付けたか改めてふれるまでもない。ユネスコの

「学習梱」宣言をひくまでもなく、学習権は「生

存の欲求が満たされたあとに行使されるようなも

のではなく」、「人間の生存にとって不可欠な手

段である」から、そうした人椛としての学習権を

真に保障し得る職員体制と施設条件の整前・充実

が切実に求められるのである。

今日、女性にとって切実な騨題は「仕事や社会

参加（学習）等と、出産・育児や親の介護等の両

立jであり、直接に生涯学習にかかわる施設だけ

でなく、この両立を可能とするための地域におけ

る保育・老人施設づくりの実践も不可欠である。

峨後に、女性と生涯学習というとき、なぜ

〔受入図

胸なのかを問うことを忘れてはならない。す

でに述べたように、「女性の時代」「女性の社会

参加の増大』といわれている事実は、本当に性差

別を克服していく方向性をとっているのだろうか。

確かに以前は女性にとって、まず外に「出かけ

る」ことが第一歩だった。その出かけるに至る迦

筋は平坦なものではなく、内面の葛藤、家族との

葛藤などを通して、自らの問題意識を蝦え、やっ

と「自分を発見」する手だてをつかんでいくとい

うものであった。今、「出かけられる」「働け

る」「活動できる」磯会は以前に比べて得やすく

なった。それだけにむしろ、自分の問題意識が育

ちにくい危うさがあるのではなかろうか。「学

ぶ」ということは、ただ知識や悩報量を増やして

物知りになることではないはずである。

自分の問題意識を行動を通して育て続け、人と

人の関係によって成り立つ社会において、だれも

がいきいきと生きることができる、そういう生活

を創り出す力になるような学習活動にしていきた

いものである。とりわけ「女性が学ぶ」のだから、

女性問題を解決していく主体として、自分も人も

育つような「学び」を実践し続けていきたいもの

である。（報告嘗をご希望の方は、三誼県労佃協

まで。）
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文部省内生涯学習・社会教育行政研究会

地域経済レポート平成5年経済企画庁調査局

外国人労働者と日本社会宮島喬

観光白書平成5年版総理府

家計凋査年報平成4年総務庁統叶局

防災白番平成5年版国土庁

通商白書（総蛸）平成5年版通商産粟省

通商白番（各諭）平成5年版〃

中小企業白宙平成5年版中小企業庁

地方交付税制度解説イ単位費用篇）平成6年度

地方交付税制度研究会

ニューメディア向番平成5年版

仙日本悩報通信振興協会

県民経済叶扉年報平成5年版

経済企画庁経済研究所

【第3回地域問題研究交流会のお知らせ】

三耐短期大学地域問題総合調査研究室設立10

周年記念シンポジュウムを兼ねた第3回地域問

題研究交流会を下記の要綱で開催いたします。

実のある討論にしたいため小規模な研究染会と

して企画いたしておりますが、日頃より地域問

題に関心を寄せられ地研を支援して下さってい

る読者の方々の参加を欲迎いたします。参加ご

希望の方は率前に地研耶務局までご連絡下さい

（三函短期大学TEL(0592)32-2341）。

記

テーマ：「津市の街づくりを考えるj

日時：1994年2月19日(土)午後2時～

場所：三重短期大学41齢教室

基調講演：近蕪康雄淑市助役

砺例縞

編築後記

今号より3号分は、蔀1回地域問題研究交

流会の発表を基に原稿をいただいたものを褐

戦していく。今号の巻頭輪文は、昨年度米国

留学していた森岡洋教授の帰朝報告を兼ねた

研究報告である。第二蹟文は、余白を埋める

ために褐戦したもので、「研究交流会」で報

告されたものではないが、昨年度本研究室の

生涯教育プロジェクトが取り組んだ研究活動

の一端である。師走で不況の風がひときわ厳

しく感じられる年末も押し迫った中で本年度

2号分（33.34号）を世に送り出す。紅葉の

季節も済んで辺りはす~かり冬景色だ。

『裏を見せ表を見せて敵る紅蕊良寛j

桜といい、紅鰹といい、日木人は催い命に情

を寄せてきたようだ。科学とロマンを結合さ

せつつ、旺盛な地域研究に心がけたい。

（M）
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